
植村家住宅
江⼾末期

京⾕家住宅

⼩⽥家住宅
明治36年

（4）災害史研究：⼭崎有恒・林倫⼦・⾦度源
（4-1）近代京都の歴史災害史研究
（4-2）滋賀県⽔害履歴調査
（4-3）歴史都市・先⽃町でのワークショップと訓練による防災⾏動指針の提案

―避難シミュレーションと実践時の差異に着⽬して―
（5）歴史都市の防災計画・デザインに関する空間解析と計画⼿法：

⼭⽥悟史・藤井健史
（5-1）歴史都市の防災計画・デザインに関する空間解析と計画⼿法
（5-2）歴史都市の防災計画・デザインに関する空間解析と計画⼿法

C-02 歴史⽂化コミュニティのジオデザインによる防災政策
研究担当者：鐘ヶ江秀彦・冷泉 為⼈・豊⽥祐輔・酒井 宏平
⼤学院⽣：清⽔ 泰有・留野 僚也・ KARTIKA Puspita Sari ・ RONI Armis ・Zulfadrim
客員協⼒研究員：崔明姫・Paola RIZZI・Chaweewan DENPAIBOON

（1）歴史資産の継承・保全政策に関する研究
（1-1）⾃然災害による⽂化財の被害および修復費⽤に関する調査研究
（1-2）熊本地震による観光業の被害と回復状況の実態に関する調査研究
（1-3）⽇本⼈・外国⼈観光客に対する災害時情報提供に関する研究
（1-4）海外を事例とした歴史都市防災研究

（2）住⺠⽣活との相克の克服へ向けた政策⽅針に関する研究
（2-1）イタリア地震の被害および復興状況の調査
（2-2）スフィア・スタンダードに基づく避難所運営に関する研究
（2-3）エージェントシミュレーションを⽤いた参加型避難計画策定⼿法に関する研究
（2-4）歴史都市の継承復興を学ぶ国際ワークショップの開催

C 部会
歴史⽂化都市の防災デザイン研究部会

植村家住宅
江⼾末期

京⾕家住宅

⼩⽥家住宅
明治36年

他の研究部会の成果を実際に⽣きた歴史⽂化都市に実装するために必要な、
受け継がれた地域環境とコミュニティ社会の特性とニーズに合った、
「環境的・⽂化的に重要な空間を保全しつつ開発する」ための
防災デザイン・コミュニティデザインの視点に⽴脚した計画と政策の研究を推進した。

（代表）鐘ヶ江秀彦（副代表）⻘柳憲昌・豊⽥祐輔
（構成メンバー）⼤窪健之・冷泉 為⼈・⾦度源・林倫⼦・平尾和洋・⼭崎有恒

⼭⽥悟史・藤井健史
（PD）⽯⽥優⼦・酒井 宏平
（客員協⼒研究員）崔明姫・Paola RIZZI・Chaweewan DENPAIBOON
（研究協⼒者）⼤場修（京都府⽴⼤学）・⼭本直彦（奈良⼥⼦⼤学）・林倫⼦（関⻄⼤学）
（⼤学院⽣）清⽔ 泰有・留野 僚也・ KARTIKA Puspita Sari ・ RONI Armis

Zulfadrim

C-01 歴史⽂化都市の伝統に学ぶジオデザインによる都市防災計画
（1）防災的視点から⾒た建築史・都市史研究：⻘柳憲昌・⼤場修

福井県旧今庄宿の雪囲いの特徴と⽂化的価値
（2）復興にむけたデザイン・サーヴェイに関する研究：平尾和洋・⼭本直彦
（3）⽂化財の防災拠点化に関する研究：⼤窪健之
地 ネパールゴルカ地震の避難⽣活における伝統的中庭空間の活⽤実態と今後の防災活動指針

への提案ー世界遺産カトマンズ・パタン地区を対象としてー

−29−



現在でも、今庄では雪
囲いの設置を
基本的に住⺠⾃⾝の⼿
によって⾏う。
11⽉中旬〜12⽉初旬に
組⽴てを⾏う。

町家の隣棟間隔が⼤きいので、家屋毎に独⽴した
囲いを構築するが、住棟間が密になって⼀階庇が
連続すれば「雁⽊」とよく似る都市的防雪施設に
なるはずである。
･･･今庄では「雁⽊」の祖型のようなものが、残
存しているのかもしれない。とすれば、その⽂化
史的価値は⾼いものがある。

雪囲いの設置⾵景

今年度に実施した町域内の悉皆調査によ
れば（図1）、町内の家屋352件のうち、
・落し板形式の雪囲いを設置しているもの：90件
（街道沿いの町家はそのうちの35件）
・⽵簀のもの：10件（街道沿いのものは2件）
・簡易的なトタンあるいは板製のもの：33件
・常設のアルミサッシュ製のもの：41件
・冬期でも雪囲いを設けていない家屋は：178件
（全体の50.5％）
→現在でも全体の1／4以上が伝統的な
「落し板」の形式を維持

福井県旧今庄宿の雪囲いの特徴と⽂化的価値 研究担当者：⻘柳・⼤場
⽴命館⼤学建築史研究室・京都府⽴⼤学史的住環境学研究室

今庄の町並みの重要な構成要素図1 今庄の町家の雪囲いの分布図

（1）防災的視点から⾒た建築史・都市史研究



(2)復興にむけたデザイン・サーヴェイに関する研究 平尾+⽴命館⼤学建築意匠研、⼭本＋奈良⼥⼦⼤学⽣活空間計画研

〇ステップ２：延焼ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
①候補２エリアに対して200ｍメッシュ毎の
出火点を設定した延焼面積・建築物量の
比較→②最も延焼の激しかったエリアAの
左図地域を類型調査対象に選んだ。

〇ステップ３：データと類型化
①約５２０件の建築物のアイテム･カテゴリーデータをも
とに数量化3類・クラスター分析
→②右図に示すA～Eの大分類を得た。

（2）復興にむけたデザイン・サーヴェイに関する研究
研究担当者：平尾+⽴命館⼤学建築意匠研、⼭本+奈良⼥⼦⼤学⽣活空間計画研

【研究⽬的】
地震等の⼤規模災害後の速やかな復興を実現するための、事前計画にむけた①エリア別建築類型・町並み要素
の整理と②デザイン･サーヴェイ⼿法のモデル化、ならびに③復興フレーム提案

背景：記憶の継承と⽣活復興の両⽴
限られた時間･⼈員･資材･資⾦のもとで「地域らしさ」を継承した町並みの復興が求められる

⽬的：「地域らしさ」の要点を調査する⼿法の設定
建築タイプの類型化、地域らしさを認識する要点ならびにその様態の調査･分析

⽅法：①⼤規模被害が想定されるエリア選定→②外観構成要素に基づくエリア建築物の類型化とその分布状況分析
→③印象評価による復興⽔準の検証→④復興フレーム提案 ←類型学的アプローチ

〇2018年度のステップ１：対象地選定

①京都市の定める優先的に防災まちづくりを進める31地域（1kmメッシュ）について、②昭和23年～
平成28年の地図を用いた市街地面積割合の洗い出し＋商店街と連続町家群残存状況から対象
エリア候補を２つに絞り込み



(2)復興にむけたデザイン・サーヴェイに関する研究 平尾+⽴命館⼤学建築意匠研、⼭本＋奈良⼥⼦⼤学⽣活空間計画研

＜201812時点成果＞
〇構成要素の観点：

｢格子｣｢庇｣｢壁面マテリ
アル｣の３つが上位エレ
メント
→設計時に与えるエレメ
ント数(３,７,10の3種)比
較の結果、街並み評価
の観点で、上位10エレメ

ントを用いることが優位
であることが分かった。

背景と⽬的：上述の類型学的アプローチに同じ
⽅法：①2017年類型学アプローチと同じエリアを対象→②保存すべき構成要素(エレメント)の特定と評価→③特定
エレメントを指定した⾃由な設計建築物による街並みシミュレーションとその評価→④復興⼿法の提案
←構成要素(エレメント)的アプローチ

＜201812時点成果＞
〇正規学区(千本丸太町北東部)の約520件の建築物は、上図に

示す「１２の建築類型(小分類)と、右図の通り毎割合により把握
できる
→年度末に向け、復興レベルの評価と防火に資する連担長屋の提案を予定

（3）復興にむけたデザイン・サーヴェイに関する研究 平尾+⽴命館⼤学建築意匠研、⼭本＋奈良⼥⼦⼤学⽣活空間計画研
（3）復興にむけたデザイン・サーヴェイに関する研究 平尾+⽴命館⼤学建築意匠研、⼭本＋奈良⼥⼦⼤学⽣活空間
計画研

(2)復興にむけたデザイン・サーヴェイに関する研究 平尾+⽴命館⼤学建築意匠研、⼭本＋奈良⼥⼦⼤学⽣活空間計画研



例：地震時における中庭の利用実態（ナグバハル）

●避難⽣活を⾏った⼈数
700~800⼈（外部の住⺠も避難）

●炊き出し→約1000⼈分
結婚式等の⾏事⽤器具をそのまま使⽤

●コミュニティでの夜間のパトロール活動

⾏われた活動

●中庭に⾯する住居のトイレを使⽤
●Hitiの⽔は洗濯、井⼾⽔は調理に共有

伝統的共有空間である広場は
テントで埋め尽くされる

＜主な研究成果＞以下を基に国際学会論⽂を準備中
⾼杉三四郎，⼤窪健之，サキャラタ，⾦度源，林倫⼦：2015年ゴルカ地震における伝統的中庭空間の避難時の利⽤実態
－世界遺産カトマンズ・パタン地区を対象に－，歴史都市防災論⽂集（報告），vol.10，pp.195-202，2016年7⽉

伝統的な中庭空間のみならず、日常的なコ
ミュニティ活動や伝統的な生活様式が奏功
→ 防災目的においても中庭再生は重要！

大窪 健之、金度 源、林 倫子、国島 岳大

文化財の防災拠点化に関する研究ネパールゴルカ地震の避難⽣活における伝統的中庭空間の活⽤実
態と今後の防災活動指針への提案ー世界遺産カトマンズ・パタン
地区を対象としてー 研究担当者：⼤窪・⾦・⾼杉（2018年修了）

●2015年4⽉25⽇ ネパール・ゴルカ地⽅
ゴルカ地震（M7.8）

5⽉12⽇ 余震（M7.3）

死者：8,856⼈
負傷者：22,309⼈
全壊建物：604,930棟©CNN

そんな中…
世界遺産の中庭
空間が避難場所
として活用された



新聞以外の史料から⾒えるもの
① 京都市歴史資料館と提携し、同館所蔵の京都旧家の
所蔵⽂書を調査、⽇記や書簡、書類などの中から、
災害記録や、災害に関する意識を拾えるものを試験
的に収集

② 京都府⽴歴彩館と提携し、同館所蔵の公⽂書（主と
して「京都府庁⽂書」）を調査、また市議会図書室
から京都市議会の記録を発掘（失われていたもの）
→明治後期のポンプ購⼊をめぐる議論が浮かび上が
るなど成果あり

「京都歴史災害データベース」終了後はこの2つの⽅
向で本格的に研究展開予定

研究の展開

（4）災害史研究

明治維新から戦前期にかけての京都を対象に、
特に⼈々と災害との関係性を中⼼に研究を実施

京都歴史災害データベースの構築
京都歴史災害史料研究会の活動〜院⽣、学部⽣らを
中⼼に実施

『京都⽇出新聞』の記事を主要ソースに⼈海戦術を
展開

 2019年末完成予定
 2019年2⽉に研究内容をプレスセミナーで公開
完成後は京都新聞出版局より、研究書（『新聞に⾒
る近代京都の歴史災害』）刊⾏予定

（4-1）近代京都の歴史災害史研究 研究担当者：⼭崎



水害に強い地域づくりに資する住まい方調査
• 2018年度は、米原市村居田（県内初の浸水警戒区域指定地区）にて実施

滋賀県流域治水条例にもとづく建築規制を受ける同地区において、
• 歴史的に採用されてきた住まい方の知恵・土地利用を抽出
• 水害への備えとしての今後の住まい方の問題点を整理

最低限の高さ 推奨される高さ 地区内移転 地区外移転

浸水警戒区域内
約30～270万円

-補助金

約130～600万円
+(擁壁工事費)-補助

金

浸水警戒区域外 必要なし 約120～330万円

対象住居に
スロープ・階段の設置

全家屋に
スロープ・階段の設置

住む場所を選択可能
新たなコミュニティの

形成が必要
変化なし

特になし
道の見通しの悪化

従来の景観形成要素
の破壊

分散した家屋の
集約化

人口減少
住民の分散

逃げ遅れを考慮した
避難体制作りが必要

1/200確率豪雨
２階に避難すれば

命を守れる
2階に避難すれば

命を守れる
2階に避難すれば

命を守れる
移転先により変化

事前避難が
必要である

1/10確率豪雨 床上浸水 床下浸水 床上浸水 移転先により変化 床上浸水

個人からみた問題点

地域からみた問題点

嵩上げ 移転
現状維持

水害に対する強さ

費用

住環境

空き家の処分費用 なし

左：昭和34年伊勢湾台風被害
を受けて嵩上げされた家屋
と姉川産の石を積んだ石垣

右：県の推奨する地盤高まで
嵩上げした場合の
地区内景観シミュレーション

水害への備えとしての
今後の住まい方の
問題点整理（暫定版）

• 滋賀県流域治水政策室と協働（2014年度～）
• 2018年度は竜王町弓削（2018/10/15）、米原市醒井（2018/10/4）にて実施

【弓削地区】
明治29年、昭和28年台風13号、昭和34年伊勢湾台風、
平成25年台風18号、平成29年台風21号の被害把握

• 各地区にて報告会開催予定、水害履歴マップを県HPに掲載予定

【醒井地区】
昭和34年台風13号、昭和34年伊勢湾台風、平成29年台風21号
などの被害把握

上：醒井地区での聞き取りの様子
右：弓削地区の水害履歴マップ（暫定版）

（4）災害史研究
（4-2）滋賀県⽔害履歴調査 研究担当者：林



・防災イベントの開催

避難シミュレーションを実践しようとした場合に発生すると考えられる課題を議論すること、また避難シミュレーションの結果に基づき設定
した図4の避難ルール(仮)を実践することを目的として防災イベントを開催した。防災イベントは、座学である防災ワークショップと実学であ
る防災訓練で構成され、防災イベントの事前と事後にそれぞれアンケート調査も行った。

① 木屋町通側へ（西側）の避難に路地を使う
② 鴨川側へ（東側）の避難に階段を使う
③ 出火点から遠ざかる方向に避難する
④ 出火点両サイドの路地は避難に使用しない

・アンケート調査結果（研究成果）

アンケート調査は記名式で行い、防災イベントによる防災意識の変化を把握することを目的として行った。調査項目は、火災発生時
の行動や路地・階段の使用による効果について5段階で答えてもらった。事前・事後共通のアンケート項目は選択肢を点数化し、t検
定により分析した。
（事前アンケート：45部回収、事後アンケート：38部回収）
【t検定による分析結果】

防災ワークショップでは、路地と階段を用いて避難することの重要性について共有したため、主に路地の使用による効果に関連する
項目において、事前より事後の点数が上昇したという有意差が見られた。一方で、階段の使用による効果に関連する項目について
は、事前より事後の点数が減少する方向に有意差が見られた。防災訓練の中で実際に先斗町公園の階段を試行的に開放し、実際に
使用できる状態にしたが、自由記述欄への回答では、現状は整備不良であるためかえって危険である等の意見が得られたため、防
災イベントを通して階段の使用に対して参加者の印象がマイナスとなったことが要因であると考えられる。

・防災ワークショップの結果と考察
防災ワークショップでは、以下の2点について重点的に議論を行った。

①火災発生や火災発生場所についてどのように地区全体に伝達するか。
→「情報伝達」について

②観光客等の通り（店の外）を歩いている人の避難誘導をどうするか。
→「観光客対応」について

【防災ワークショップで得られた意見】

声以外の情報伝達手段を検討する必要があることや、避難する際に目印となるようなもののアイ
ディアが提案として議論された。また、特に外国人観光客に対する対応を問題視している参加者が多
く見られた。

・研究成果の実地適用可能性

既存の先斗町地区のルールである「先斗町町式目」に、防災イベントとアンケート調査の結果を踏まえた防災行動指針を提案する。
また、特にアンケート調査の結果から、来年度以降の訓練方針も提案する。

日時 2018年11月9日13時半～14時

場所 元立誠小学校・仮設会議室

参加者

地区の方44名（6名～8名の6班体制）

学生ファシリテーター6名（各班1名）

中京消防署・中京消防団・中京警察署・

中京区役所等から関係者様

内容

・これまでの研究成果の共有

・避難シミュレーションの結果と先斗町

　で災害が発生した場合に考えられる問

　題の共有

・避難ルールの説明

・災害図上訓練方式で議論

日時 2018年11月9日14時15分～14時45分ごろ

場所 先斗町・先斗町公園

参加者

地区の方約40名

観光客役3名

中京消防署・中京消防団・中京警察署・

中京区役所等から関係者様

内容

発災対応型防災訓練

（火災発生後の初動措置訓練終了後に避

難訓練に移る）

防災訓練

防災ワークショップ

図4～6 防災ワークショップと防災訓練の様子 図7 火災発生時の避難ルール(仮)
表
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・研究の背景

歴史的な街並みが残る地区には古い木造建築物が密集し、昔ながらの街区が残存している地区が
多く、近年はその独特の雰囲気から観光地となっているケースが多く見られる。そのような地区は災害
に対して脆弱な部分を持つ一方、現状の景観を保全する方向で都市計画が行われていることが一般
的であり、文化的価値を守るため街並みを改変するようなハード整備事業や都市計画規模の防災対策
では対策が困難である。そこで本研究では、歴史的な街並みが残る地区として京都市先斗町地区を対
象とし、観光客等の来街者も対象に含めた災害発生時の防災行動指針を提案することにより、ソフト対
策による防災対策を評価するものである。

京都市市街地景観整備条例により「界わい景観整備地区（歴史遺産型美観地区）」に指定されている
京都市先斗町は、京都五花街の一つであり江戸時代に起源をもつ歴史的市街地である。地区内の道
路は最大幅員が2.7mである先斗町通（南北約500m）と東西に延びる複数の路地により構成されており、
飲食店が多く立地することから観光客等の来街者が多く訪れる。

・これまでの研究成果

本研究では、これまでの研究成果である先斗
町地区への来街者を対象とした避難シミュレー
ションの結果を、避難・避難誘導時の経路選択
の最適解として活用している。避難シミュレーショ
ンでは、先斗町地区の空間特性として「路地」と
みそそぎ川に降りることが可能な「階段」の有効
性を検証した。

・研究の目的
以下の3つを本研究の目的とする。

①避難シミュレーションによる理想的な避難を実践しようとした場合の実際の効果と課題を明らかにす
るため、
防災ワークショップと防災訓練を実施する。

②防災ワークショップ・防災訓練前後のアンケート調査による評価・分析を通し、シミュレーションと実動
の差異、訓練の効果や町単位での防災意識の違い、課題を明らかにする。

③現状の先斗町町式目の防災に関する内容の改善案として、観光客対応も含めた地域の防災行動指
針と今後の訓練方針を提案する。

図1 先斗町地区の概要

図2 16番路地 図3 先斗町公園の階段

(4)災害史研究
（4-3）歴史都市・先⽃町でのワークショップと訓練による防災⾏動指針の提案

―避難シミュレーションと実践時の差異に着⽬して― 研究担当者：⾦



Deep Learningを用いた感性推定AIと画像生成AIの景観への適用

街並み画像の街路名，訪問意欲の有無（度合）を推定するAIの生成に成功
＋〇〇（街路名（京都））風の街並み画像，訪問したいと思う街並み画像の生成を試行

Deeo Learning学習構造(訪問意欲の有無の推定)

訪問意欲の有無の推定結果

AIが生成した街並み画像

京都風

エディバラ（スコットランド）風

高さ情報を加味した3次元街路ネットワークに対するSpace Syntax理論の適用

⼤窪 健之、⾦度 源、林 倫⼦、国島 岳⼤

⽂化財の防災拠点化に関する研究（5-1）歴史都市の防災計画・デザインに関する空間解析と計画⼿法
（5）歴史都市の防災計画・デザインに関する空間解析と計画⼿法

研究担当者：⼭⽥悟史

Model

距離媒介中心性

次数媒介中心性

3次元媒介中心性

街路ネットワークの3次元的な様相を可視化するプログラムを開発
＞距離と傾斜を定量的に評価した経路計画（避難・観光）の提案が可能に

登り降りという負荷を強いられる
丘の値が低くなっている

神戸市三宮駅周辺に対する解析結果

距離媒介中心性

3次元媒介中心性



駅出口のシークエンス景観における景観構成要素比率と開放度に関する研究

駅から街へ出る際のシークエンスの景観構成要素の可視面積比率を計算。

＞観光都市、歴史都市の玄関口において、街の第一印象に関わる風景の移り変わりを定
量的に記述。開放度推移の把握などに応用。
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駅構内から街へのシークエンス景観（姫路駅）

景観構成要素の可視比率の推移
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開放度の推移

丸亀城周辺街路における天守及び石垣の見え方に関する定量的考察

⼤窪 健之、⾦度 源、林 倫⼦、国島 岳⼤

⽂化財の防災拠点化に関する研究（5-２）歴史都市の防災計画・デザインに関する空間解析と計画⼿法
研究担当者：藤井 健史

丸亀城周辺街路における天守と石垣の3次元モデルを作成し、可視量を計量。

＞マッピングして丸亀城の見え方分布を把握。観光や街づくりの観点から重要な視点場の
抽出などに応用。

丸亀城と周辺街区の3次元モデル

天守可視量マップ（一部抜粋掲載）
石垣可視量マップ 天守‐石垣

可視比率マップ

（5）歴史都市の防災計画・デザインに関する空間解析と計画⼿法



(1-2) 熊本地震による観光業の被害と回復状況の実態に関する調査研究(崔・酒井)
2016年4⽉14⽇と16⽇に発⽣した熊本地震では、熊本城、阿蘇神社などが深刻な被害を受けるとともに道
路、鉄道が⼨断されるなど観光業に深刻な影響を与えた。本年度は、2017年に⾏なった熊本県の宿泊施設、
飲⾷店、お⼟産店など950社の観光関連事業所を対象とした調査の追調査を実施し、観光業の被害と回復の
実態を把握するとともに、復興過程における課題を検討する。

調査の概要(2018年) 売上額の回復状況(2017年調査)

今後の展開
①前回は地震発⽣約1年後の調査であり今回は3年後の調査であったが、継続的な調査が必要である。
②観光業の被害のみならず、九州ふっこう割など観光復興政策効果の評価分析なども必要である。

観光業の復興における課題(2017年調査)

271社の中で、約
175社 (65%) 事
業所がストックの
被害を受けた回答
した。

2016年度の第1四半
期に⼤きく減少し、
第2・3四半期に回
復していたが、第4
四半期にまた減少
（第2・3四半期に実施
したキャンペーン九州
ふっこう割の効果）

観光業のストックの被害状況(2017年調査)
1）主な観光地である阿蘇地域の観光業の被害が最も

深刻
2）観光業被害の主な原因：観光地への交通インフラ

の⼨断・通⾏⽌めなど（国道、JR）
3）熊本城など⽂化財や道路の修復に時間がかかる。
4）九州ふっこう割キャンペーン：宿泊費が⾼いホテル
・旅館のほうがキャンペーンの効果が⾼かった。
「割引率と実施期間を調整すべきである」という
意⾒が多かった。

項⽬ 詳細
調査期間 2019年1⽉7⽇〜2019年1⽉18⽇

調査対象 650社の事業所：①400社の宿泊施設
②250社の飲⾷店、お⼟産店、観光サービス業の事業所

調査⽅法 郵送

主な
調査内容

1) 季節変動とそれぞれの時期の売上額の変動
2) ストックの被害、営業再開時期と売上額の変化(地震後)
3) 九州ふっこう割の使⽤状況

回収状況 回収中（2017年度調査の回収率：30.4%）

C-02 歴史⽂化コミュニティのジオデザインによる防災政策
研究担当者：鐘ヶ江・冷泉・豊⽥・酒井

⼤学院⽣：清⽔・留野・ Kartika・Roni・Zulfadrim
客員協⼒研究員：崔・パオラ・チャイワン

財政的・経済的視点から未来への歴史資産の継承・保全政策を提案するための基礎研究として、①⾃然災
害による⽂化財の被害および修復費⽤に関する研究、②熊本地震による観光業の経済的被害と回復状況の
実態に関する調査研究③震災後の歴史観光都市の観光意思決定変化に関する調査研究、④インドネシアで
の事例研究を実施した。

（1） 歴史資産の継承・保全政策に関する研究

(1-1) ⾃然災害による⽂化財の被害および修復費⽤に関する調査研究
歴史都市の保全と継承政策などに関する講演を複数実施し、⽂化財の継承保存における予算の問題および⽂
化庁京都移転をめぐる⽂化⾏政のあり⽅について議論を⾏った。

公開講演会の開催（冷泉）
• 5⽉13⽇ 橿原・⾶⿃⽂学講座、「冷泉家の歴史と⽂化―和歌の家 ⽇本⼈の⼼をめぐって―」
• 5⽉11⽇・6⽉1⽇ 同志社⼤学（⽥辺）特別講義、5/11「京都の歴史と⽂化」、6/1「冷泉家の歴史と
⽂化―型をめぐって―」

• 6⽉26⽇ ⽇本歌⼈クラブ講演（明治神宮）、「和歌が守り伝えるもの―型をめぐって―」
• 7⽉7⽇ 同志社⼥⼦⼤学同窓会、和歌披講と講演、「冷泉家の歴史と⽂化―和歌と年中⾏事―」
• 8⽉31⽇ 関⻄学院⼤学で『円⼭応挙論』（思⽂閣出版 ⼆〇⼀七(平成29年)年⼗⼀⽉⼆⼗五⽇刊）の
博⼠論⽂審査発表（九⽉⼗五⽇に博⼠号授与）

• 9⽉10⽇ 嵯峨嵐⼭⽂華館講演、「冷泉家の歴史と⽂化―百⼈⼀⾸をめぐって―」
• 10⽉25⽇ 昭和⼥⼦⼤学特別講義「冷泉家の歴史と⽂化―⽇本⼈のこころ、「型」をめぐって―」
• 12⽉9⽇ ⼤和⽂華館講演、「四季絵について―⽇本⼈のこころをめぐって―」
• 12⽉14⽇ 兵庫県県⽴東播磨⾼校特別授業（⼆回）、「『考える』ということについて」「冷泉家の
歴史と⽂化―百⼈⼀⾸をめぐって」

• 12⽉21⽇ 建仁寺霊源寺「聞⾵会」講演、「私の京都観」



(1-4) 海外を事例とした歴史都市防災研究

インドネシアの元炭鉱都市と先住⺠族が住む地区を事例に、前者は炭鉱都市の魅⼒をいかに継承していく
のか、後者は先住⺠族が持つ知恵と現代の技術との共⽣やレジリエンスへの有効性に向けた研究を⾏なっ
ている。

オンラインハザードマップが市⺠のリスク認識や防
災⾏動に与える影響について研究を⾏なっている。

①先住⺠族の知識は、多くのコミュニティで危険や
災害に取り組むための効果的なツールとして使⽤で
きることを明らかにした。
②経験的な知識は現代科学と統合される可能性を秘
めていることが確認された。
③現代の技術の中には、先住⺠コミュニティの⽂化
に悪影響を与えるものもあることが明らかとなった。

オンラインハザードマップの受容と使⽤意図
影響に関する研究(Kartika)

先住⺠族の知識と現代技術の融合による地
域社会のレジリエンス(Zulfadrim)

観光地としてのポストマイニング都市の魅⼒
に関する研究(Roni)

ポストマイニング都市における戦略的観光開発への
⽬的地モデルの開発を⽬指し研究を⾏なっている。

観光客に⾏なった調査よ
り、創造された資源（観光
施設、特別なイベント、娯
楽や買い物）は、⾃然や⽂
化的資源に⽐べて魅⼒的で
はないことを明らかにし
た。

図：インドネシア事例におけるレジリエンス戦略

(1-3) ⽇本⼈・外国⼈観光客に対する災害時情報提供に関する研究(酒井・清⽔)
帰宅困難者の問題が指摘されているが、現地の地理に不案内であり、帰宅困難となった場合に勤務先など
⾝を寄せる場所がない観光客を対象とした研究はない。そのため本研究では、世界⽂化遺産・国宝姫路城
の観光客に焦点を当て、姫路城を有する姫路市における滞在施設や⾷料飲料⽔を提供することの重要性、
ならびに外国⼈観光客への情報提供⼿段などを指摘した。
→今後は、属性と滞在意図のメカニズムの解明、そして地域住⺠との協⼒体制の在り⽅について継続研究
を⾏う。

調査の概要：
項⽬ 詳細

調査期間 2018年10⽉20,21,22⽇,11⽉3,4,5⽇, 12⽉3,4,5⽇
調査対象 姫路城を訪問した⽇本⼈観光客・外国⼈観光客
調査⽅法 ⾃記式アンケート調査

主な
調査内容

1) 災害発⽣直後の⾏動について
2) 避難経路選択について
3) 災害後の帰宅意図、滞在意図について

回収状況 375名

外国⼈観光客に対する防災啓発アプローチ

①県外から来た観光客は滞在意図が⾼くなる。
②⾃家⽤⾞利⽤者は、公共交通機関という他の主体
に移動を依存することなく、⾃分の⾞で帰れるため
帰宅意図が⾼くなる。
③交通機関・宿泊の有無別に観光客の状況別の滞在
意図が異なる。

⼀⻫帰宅を抑制するための滞在意図を⾼める
⽅法

観光客アンケートの様⼦

①多くの外国⼈観光客が⽇本の災害に関するピクト
グラムを理解していない。
②防災に関するアプリをインストールする外国⼈観
光客はいない。
③外国⼈観光客は防災情報を提供するウェブサイト
や場所へのアクセスが困難である。

観光客の属性や特性に合わせた⽀援を⾏う
ことが必要である。

新たな⼿法で防災を促すのではなく、すで
に使われている既存の仕組みを利⽤するこ
とが望ましい



(2-2) スフィア・スタンダードに基づく避難所運営に関する研究(豊⽥・留野) 

3. 避難時の状況を経験できるゲームの試⾏1. 避難所訓練への参加
避難時の状況を経験できるゲームを試作し、⽴命館⼤
学学⽣を対象にテストプレイを⾏なった。

⼈道⽀援の現場においてどのような状態が満たされているべきか？そのような問いに対して⼈道NGOが策
定した基準が、スフィア・スタンダードであり、避難所運営においてもスフィアスタンダードを普及させ
ようとする取り組みが始まっている。本研究では、スフィアスタンダードの専⾨家との研究会や避難所訓
練を通して得た知⾒をもとに、避難時の課題や改善点を学べるゲームを開発した。

8⽉4⽇に⾏われた20種類以上の機関や団体が参加
しスフィア・スタンダードに基づいて⾏われた避
難所運営訓練に参加（宮崎市⽣⽬台⼩学校）。な
らびに京都市・京都府総合防災訓練への参加を実
施した。

ゲームのモデル

テストプレイの様⼦

2. スフィアハンドブック翻訳者との研究会
宮崎⼤学医学部原⽥奈穂⼦教授を招き避難所運営
の課題や改善⼿法について議論を⾏った(2019年1
⽉17⽇⽴命館⼤学歴史都市防災研究所研究交流
室)。これらの知⾒をもとにゲームの開発とテスト
プレイを実施した。

左 避難所訓練の様⼦、右 研究会の様⼦
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（2） 住⺠⽣活との相克の克服へ向けた政策⽅針に関する研究
将来の歴史⽂化地域の姿について住⺠の合意形成⽅策を検討し、主にタイ、インドネシア、イタリア、京都
市、姫路市、茨⽊市などをフィールドとして調査研究を⾏う。本年度は、主に①イタリア地震の被害および
復興過程における情報発信に関する調査研究、②スフィア・スタンダードに基づく避難所運営に関する研究、
③エージェントシミュレーションを⽤いた参加型避難計画策定⼿法に関する研究、④歴史都市の継承復興を
学ぶ国際ワークショップの開催を実施した。

(2-1) イタリア地震の被害および復興状況の調査（清⽔・パオラ）
• 2009年のラクイラ地震（M6.3）により、6万⼈以上が家を失い、歴史的な町の被害も発⽣した。現在も復
興されておらず、筋交い、フレームにより倒壊防⽌のまま放置されている建物が多い。調査より以下の3点
が明らかとなった。

1. トップダウン型合意形成システムによる早急かつ合理的な対応
• 発災直後から⾸相をはじめとする災害防護庁の合意形成システムの確⽴による早急かつ合理的なすべ
ての被災者への対応を実現

2. 早急かつ合理的な対応による⾼い画⼀的な⽣活環境の質の担保を実現
• 発災から約1年も経過することなく、もとの⽣活と同じレベルの⽣活環境の質を担保
• ⾼い質の避難キャンプ場の運営および迅速な応急建造物の建設・⽣活物資の完備

3. 画⼀的な⽀援による多様な住⺠の需要への対応の難しさと災害情報へのアクセシビリティの向上の必要性

2009年ラクイラ地震の復興状況 避難者⽤テント村



(2-4) 歴史都市の継承復興を学ぶ国際ワークショップの開催(鐘ヶ江・豊⽥)

タイ⼤学との国際ワークショップ(チャイワン)
インドネシアの地⽅⾏政官4名（インドネシア国家開
発局など）が参加し、⽇本の再開発や観光政策を事
例に視察や講義を受講し、それぞれの⾏政官たちが
抱えている課題解決のための政策提案を⾏なった。
期間：2018年11⽉15⽇〜12⽉9⽇
会場：⽴命館⼤学歴史都市防災研究所

インドネシアスタッフエンハンスメントPG

ラクイラ⼤学との国際ワークショップ(パオラ)

“Housing and Urban Development in Osaka”と
題し、タイ王国チュラロンコン⼤学学⽣（10名）
とマヒドン⼤学（9名）が参加した。⽇本の不動産
開発や都市開発を学ぶため、⾨真市や茨⽊市を事
例に講義とフィールドワークを実施した。
期間：2018年12⽉12⽇〜22⽇
会場：⽴命館⼤学OICキャンパス

イタリアラクイラ⼤学と共同で、⽇本の防災課題に
ついて学び、課題解決に向けた政策提案を⾏うワー
クショップを実施する。
期間：2019年3⽉
会場：⾼知⼤学

研究活動のみならず、歴史都市の防災や継承を学ぶための研修やワークショップの提供も実施している。今年
度は、前年度まで実施していたタイ王国国⽴⼤学タマサート⼤学との共同ワークショップを⼤幅リニューアル
し、チュラロンコン⼤学とマヒドン⼤学との共同ワークショップを実施した。また、インドネシアの地⽅⾏政
官を対象にしたスタッフエンハンスメントPG、イタリアラクイラ⼤学との共同ワークショップを実施する。

左 視察の様⼦、右 最終発表の様⼦

左上 最終発表の様⼦
左 視察の様⼦
右 グループワークの様⼦

(2-3) エージェントシミュレーションを⽤いた参加型避難計画策定⼿法に関する研究
(酒井・清⽔)
エージェントシミュレーションという市⺠にとって馴染みのない学術的な技法を⽤いた参加型の避難計画
策定⼿法の実践的な地域防災活動としての有効性を明らかにする試みを実施。今年は観光地（姫路城と似
た特徴を持つ城）の避難計画策定を⾏う追試を2回実施した。

実験の概要：
項⽬ 詳細

調査期間 2017年12⽉21⽇、2017年12⽉25⽇、2018年1⽉17⽇

調査対象

⽴命館⼤学政策科学部CRPS専攻：14名(2017年12⽉21⽇)
⽴命館⼤学⼤学院政策科学研究科：6名(2017年12⽉25⽇)
⽴命館⼤学政策科学部豊⽥ゼミ⽣：13名(2018年1⽉17⽇)
⽴命館⼤学政策科学部ゼミ⽣：8名(2018年4⽉14⽇)

調査⽅法 シミュレーション評価の前後に⾏ったアンケート調査

主な
調査内容

1) エージェントシミュレーションへの興味、関⼼、親近感
2) 実践的、専⾨的、役⽴つ⼿法としての実感
3) 特別な知識、技術の習得の必要性

回収状況 40名（回収率：97.5%）

図 研究のイメージ

実験の様⼦

図 調査結果（n=40)

調査結果：
正統的周辺参加理論を⽤いた指標より被験者は、専
⾨的な⼿法としての実感、特別な知識や技術の習得
を不要と感じており、本⼿法が市⺠参加可能な実践
的な防災活動として有効であることが⽰唆された。

実践的、専⾨的、役⽴つ
という実感

特別な知識、
技術の習得の不要


